
 

 

「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」における  H30 年度 地方創生推進交付金・地方創生拠点整備交付金を活用した事業の実施状況 

   ◆地方版総合戦略に基づく取り組みの推進、地域拠点づくりに向けて国が創設した「地方創生推進交付金」及び「地方創生拠点整備交付金」を活用し、本県では、平成 30 年度に 81 の事業 

（県事業ベース）を実施しました。 

 
 

 目 的  

・平成２８年度からの地方版総合戦略の本格的な推進に向け、地方創生の深化を図る。 

・地方版総合戦略に基づく各自治体の自主的・主体的で先導的な取り組みを支援 

・ＫＰＩとＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の縦割り事業を超えた取り組みを支援 

・地域再生法に基づく交付金（法律補助）とし、安定的・継続的な制度運用を確保し、中期的に 

 複数年度にわたって取り組む事業についても支援を可能とする。 
 

 対象事業のイメージ  

  ・先駆性のある取り組み（先駆タイプ） 

   ○ローカルブランディング、日本版ＤＭＯ、地方創生推進人材の育成、移住促進 などの分野 

  ・先駆的・優良事例の横展開（横展開タイプ） 

   

 国の予算額  

   １，０００億円（平成３０年度予算） 
 

 補助率  

   １/２ 
 

 本県の交付額（実績）  

   １７５，２１９，９９７円 

 

地方創生推進交付金の概要 
 
 

 目 的  

・生産性革命等に向けて、地方版総合戦略に基づく自主的・主体的な地域拠点づくりなどの事業に

ついて、地方の事情を尊重しながら施設整備等の取り組みを推進 

・生産性革命等につながる先導的な施設整備を支援 

 

 対象事業のイメージ  

・地方創生の深化に向けて、生産性革命等の効果の発現が高い施設等が対象であり、具体的な例と

しては、次のとおり。 

   ○ 地域の製造業が行う低コスト・高精度の研究開発や、地域産品の高付加価値化につながる 

研究開発のための拠点の整備 

  ○ 地域の中堅・中小企業・小規模事業者の生産性や所得の向上につながる研修拠点等の整備 

  ○ 地域の食肉加工業者、水産加工業者等を集約化・大規模化する加工処理施設の整備 

  ○ ドローンや自動走行、AI など近未来技術の活用を促し、その実証・実装に向けた拠点の整備 

○ 地域の中堅・中小・小規模事業者の後継者への事業承継の際のマッチングと移住・定住の 

促進をワンストップで行う拠点の整備 

○ 子育て世代の社会復帰に向け、テレワークスペースと子育て施設が一体となり、多様な働き

方を提供する拠点の整備 

 

 国の予算額  

   ６００億円（平成２９年度補正予算） 

 

 補助率  

   １/２ 

 

 本県の交付額（実績）  

   ３３，５８９，６０４円 

 

地方創生拠点整備交付金の概要 

1 

（円）

申請事業名称
県事
業数

事業
タイプ

事業費 交付額

1 やまなしＤＭＯ連携観光推進事業 20 先駆 102,397,395 51,134,551

2 戦略的海外展開推進事業 8 横展開 61,334,812 30,453,009

3 新「やまなしブランド」強化育成推進事業 19 横展開 90,367,895 45,183,787

4
「日本一健やかに子どもを育む山梨」移住
促進事業

12 横展開 28,349,536 14,174,768

5 やまなし総活躍人材育成推進事業 20 横展開 42,753,729 21,376,861

6 プロフェッショナル人材戦略拠点事業 1 先駆 25,794,042 12,897,021

計 80 350,997,409 175,219,997

（円）

申請事業名称
県事
業数

事業費 交付額

1
県産ワインの高付加価値化促進のためのワインセン
ター機能強化整備計画

1 67,179,209 33,589,604

計 1 67,179,209 33,589,604


